
加坂総第５０２号 

令和４年１２月１９日 

坂祝町監査委員 様 

  坂祝町長 柴 山 佳 也  

(公印省略) 

定期監査における指摘事項に対する回答について 

標記について、令和４年１１月３０日付け坂監５８号の定期監査の結果に関す

る報告における指摘事項について、下記のとおり回答します。 

記 

指摘事項に対する回答    別紙のとおり 



R4 定期監査の結果（指摘事項）に関する回答 
提言内容 回答 

（１）令和４年度坂祝町では、大規模企業等

の撤退により固定資産税の償却資産分

の固定資産分が大幅に減収となり、た

ばこ税も令和元年度に比べ約２０,０

００千円減収し横ばい状況であり、ふ

るさと納税も前年度に比べて寄付件数

は増加しているが寄付金額では４,９

３３千円減少していることに鑑み今後

の自主財源及び依存財源を含め有効に

活用することを望みます。 

また、前年度には大型スーパーの出

店の断念もあり、その後の企業の進出

もない状況である。将来的に安定かつ、

持続可能な行政運営を進めるために

も、町行政において積極的に企業誘致

等に取り組み、さらなる町の活性化に

つながるよう、最善の努力をお願いし

たい。 

【企画課】 

たばこ税の減収に関しては窓口税務課所管

ではありますが、国が価格上昇を承認し健康志

向が高っている状況で、喫煙場所も無くなって

きている現状において、止むを得ない事態であ

り、今後も更なる減少となると考えます。 

ふるさと納税に関しては、総務省の規制が強

化された翌年度より通常金額としては低迷し

ている状況であります。（令和２年度は５００

万円の大口納税が１件ありました。）その中で

担当者は、対象となる製品等の取り扱いを行っ

ている情報を広く入手し、交渉し、新たな返礼

品を提供してきています。現状の規制の中、町

内で条件に合った製品を発掘することはかな

り困難であると思いますが、引き続き町内中小

企業や個人事業者などによる製品やサービス

提供など返礼品として成り立ちそうなものを

模索していきたいと考えます。歳出面において

も事業のスクラップ＆ビルドを念頭に、有効的

な活用が実践できる予算編成に向けて進めて

行きたいと考えています。 

企業誘致の面では、工場閉鎖した用地の取得

先が決定しており、順調に進んでおりますの

で、連絡を定期的に行いながら、事業開始に向

けて進んで行きたいと考えます。その他の企業

誘致策としては、条例制定を行いましたが、進

出の実態と適していない面も出てきておりま

すので、より促進となるよう改正なども考えて

行きます。その他、県との連携により積極的な

用地把握や公開などを心掛けていきたいと考

えています。 

（２）町有財産使用目的外での有料化（職員

等の駐車場使用料の有料化）検討願い

たい。 

【総務課】 

 令和 5年度４月から、先行試行的に三役及び

各課長（計 13人）を対象に、月額１，０００円

の駐車場使用料を徴収する予定です。 

 これを踏まえ、状況等を確認した後、他の職

員等にも拡大しようと考えています。 

 課題として、徴収する金額は、一律でよいか、



また対象者は、会計年度任用職員、非常勤の特

別職職員、議会議員、教職員など一般の住民よ

り公共施設の駐車頻度の高い利用者の扱いは

どうするべきか、など想定しております。 

 この件について、引き続きご意見などござい

ましたら賜りたいと存じます。 

（３）学校給食センターでは、学校給食費納

入等に係る事務処理が個人の作成し

たエクセルで処理されており対応に

おわれている状況である。今後の人事

異動で個人の資質によっては対応し

きれないことが想定される。初期投資

として費用も嵩むと思われるが汎用

システムを構築し導入について早急

に検討願いたい。 

  ※行政監査（11/22 実施）においても同

様の指摘有り。 

【教育課】 

ご指摘のとおり、担当職員（センター長）が

エクセルファイルで給食費の集計等を行い、学

校等が集めた給食費をセンターの通帳に移し、

それを町一般会計に入れるなどの処理を行っ

ています。 

事務処理上、非常に煩雑で計算誤りが生じる可

能性が高く、また一職員（センター長）が直接

現金を扱うことは好ましいことではありませ

ん。 

 現在、システム導入に関して、日立を中心に

初期費用を見積もっており、およそ７００万円

を要することが分かっています。金融機関等と

の調整が必要になってきますが、予算を獲得し

次第できる限り早急に導入したいと考えます。

【企画課】 

財政担当課としては、システム導入を実施す

る事で職員がどのくらいの時間業務軽減とな

るかなども含めて、費用対効果を考え導入の検

討を行って欲しいと考えています。 

（監査委員意見＝予算化とはなりません。） 


